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は じ め に 

 

 

 企業は、生産性の向上、技術革新の進展、労働者の就業形態の多様化、少子化、団塊世

代の大量退職など人材に関する様々な問題に対応していかなければならない。これらの問

題の解決方法のひとつが、従業員の人材育成である。多くの企業の人材育成は、ＯＪＴ（On 

the Job Training） を中心としているものの指導技術・指導人材の不足、生産計画を優先

するため人材育成にあてる時間が無いなどの理由で次世代を担う人材育成が困難な状況に

あるのも事実である。一方、派遣労働者などの外部労働力の活用拡大や定着率低迷・離職

に伴う中途採用などにより、新たに配属された者に対する教育訓練の機会も多くなってお

り、効果・効率的な人材育成の仕組みが求められている。 

職業能力開発総合大学校職業能力開発センターでは、平成１８年度から二カ年にわたり

「事業主の人材育成能力の強化」と調査研究テーマを設定し、①企業の教育訓練を担当す

る者を養成するための訓練プログラムの開発、②訓練プログラムに必要な教材等の開発を

目標に研究会及び作業部会を設置し、豊富な実務経験を持つ有識者を招いてご指導をいた

だき、さらに企業の協力をいただき訓練プログラム等の検証を通じて調査研究を進め、こ

こに「事業主の人材育成能力の強化－企業の教育訓練担当者を育成するための訓練プログ

ラムの開発・実施－」を取り纏めることができた。 

本調査研究の成果である訓練プログラムや教材等は、「標準化・平準化・構造化したＯ

ＪＴシステム」として企業の状況に合わせて適用・カスタマイズすることを前提としてい

るものである。ＯＪＴは、企業の業種・製品・文化・人・生産システムなど様々な要素に

より状況が異なることから、本調査研究の成果は、「計画的・意図的・効率的・継続的な

ＯＪＴ」を展開するための基本計画案・実施原案として活用し、まずは限定部署にて自

社に合うよう適用・カスタマイズ・先行実施を行い評価し、改善・拡大展開・継続を

重ねることにより人を育てる企業風土醸成に資するものである。また、企業の協力をい

ただき実施検証・評価を行っており、この事例を通じて訓練プログラム等の適用・カスタ

マイズ工程など具体的に活用するためのヒントとしても活用されれば幸いである。 

最後に本調査研究の遂行と資料の取り纏めにあたりご指導とご協力をいただいた研究

会・作業部会委員、ならびに検証に協力いただいた企業の皆様にはこの場を借りて厚くお

礼を申し上げる。 
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